
１ 施策推進の考え方

道を中心に多くの推進主体、幅広い分野にわたる自転車関連施策を相互に連携させ

ながら、施策の推進を図る。

本計画は持続可能な開発目標（ＳＤＧs） の推進に資するものであり、北海道ＳＤＧs推

進ビジョンの趣旨を踏まえ、本計画における「めざす姿」の実現に向けた取組を展開する。

Ⅳ 施策の推進

２ 施策の推進管理

本計画の関連事業も含む、北海道の施策・事務事業については、北海道政策評価条

例に基づくPDCA(PLAN-DO-CHECK-ACTION)サイクルに基づく政策評価によ

る推進管理が行われるほか、年度ごとの自転車関連施策の推進状況を取りまとめる。

『高まる安全性！ 深まる安心感！
広がる自転車∞北海道！！』
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【 レレヴァント レポート （関連報告書） Ⅵ 】 ～他県市町村の取組状況 ③ ～

静岡県静岡市

静岡市は静岡県の中部に位置する県庁所在地で人口約67万人の政令指定都市であ

る。歴史的にも自転車文化が根づいており、「自転車のまち」として、自転車が普及して

きた。

令和2年国勢調査に基づく通勤・通学手段の集計結果から、自転車を利用している人

の割合は約17.8％と推計されており、比較的高い水準となっている。

自転車関連の交通事故は年々減少している。市の基本理念は「世界水準の自転車都

市“しずおか”」の実現であり、市民が積極的に自転車を選択し、誰もが安全で快適に自

転車を利用できるまちを目指している。

ランニングバイクに関しては幼児教育向け教材を作

成し全保育園へランニングバイクとともに配布、園内

での安全指導を可能にした。

サイクル＆バスライドは市内25カ所に整備されて

おり、バス事業者と市がそれぞれ分担し管理している。

静岡県では、条例により自転車損害賠償保険の加入

を義務付けしたことから（2019年10月）、静岡市で

は、その周知を図っている。

平成30年5月に始まった「自転車サポーター制度」はハー

ド・ソフト・マインドの各部門を設け、特にハード面の「自転車

の駅」は民間事業者の協力で125箇所以上を設置。ラックや

空気入れ、工具の貸出、給水・トイレ・休憩スペース提供などを

行い、運用は事業者主体、必要物品の貸出とHP周知は市が

支援する役割分担を行っている。

サイクルフェス等のイベントについても、令和5年度までは市直営で開催していたが、

令和6年度からは自転車サポーターを対象とした補助金交付制度を設けることにより、

民間事業者主体のイベント等の実施を促し、市はその支援にあたることで、官民連携で

の自転車活用推進に取り組んでいる。（令和6年度は4件に補助）。

【出典：北海道 政策科学研修 研修論文（要点再構成）】

【 レレヴァント レポート （関連報告書） Ⅶ 】 ～ 他県市町村の取組状況 ④ ～

静岡県伊豆市

伊豆市は伊豆半島中央部に位置し、景観や温泉など豊かな地域資源を持つ観光地。

東京2020オリンピック・パラリンピック自転車競技開催地としての遺産を最大限活

用する計画で、日本サイクルスポーツセンター（CSC）を中核にして、伊豆ベロドロームや

伊豆MTBコースなど競技施設を一部開放し、市民向けの体験イベントを年3〜4回開催

している。

体験会では指導員による乗り方講習、プロ

ライダーのデモ、伊豆ベロドローム内機材庫

（高額自転車などが保管）見学など『特別感』の

創出を図っており、参加者は市民が中心。

伊豆市自転車まちづくり基本計画に基づき、

市民への自転車利用促進として次世代を担う

園児を対象に、ペダルの無い自転車「ランニン

グバイク」の乗り方教室や、児童・生徒を対象

に自転車安全講習会を開催し、市民の自転車

乗れる率100％に向けた取組を行っている。

また、自転車の交通ルール・マナーの周知、

啓発を行い、CSC等と連携しながら自転車利

用の促進を図っている。

２４

【出典：北海道 政策科学研修 研修論文（要点再構成）】
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用語集

Ｐ１ 自転車活用推進法
身近な交通手段である自転車の活用の推進に関する法律。基本理念を定め、国の責務等を明らかに
し、及び自転車の活用の推進に関する施策の基本となる事項を総合的かつ計画的に推進するこ
とを目的として、平成29年５月１日に施行。

P1 自転車活用推進計画
自転車活用推進法第９条に基づき、自転車の活用推進に関する目標及び自転車の活用の推進に関
し、講ずべき必要な法制上又は財政上の措置その他措置を定めた国の計画。

P1 北海道自転車条例
自転車の活用及び安全な利用の推進に関する北海道の条例。基本理念や道の基本的施策などを定
め、自転車の活用等により、環境への負荷の低減、道民の健康の増進、観光振興等を推進するこ
とを目的として、平成30年４月１日に施行。

P1 交通反則通告制度（青切符制度）
運転者が一定の違反行為をした場合、一定期間内に反則金を納めれば、刑事裁判や家庭裁判所の審
判を受けないで事件が終結されるという制度。

P1 ナショナルサイクルルート
自転車活用推進計画の目標の一つでもある「サイクルツーリズムの推進による観光立国の実現」
のため、走行環境や受入環境等、質の高いサイクリング環境を有するサイクリングルートを、国
が、日本を代表し、世界に誇りうる「ナショナルサイクルルート」として指定し、国内外にＰＲ
を図る取組。

P1 自転車通行空間
自転車が通行するための道路、又は道路の部分。

P1 都道府県自転車活用推進計画
自転車活用推進法第10条に基づき、国の自転車活用推進計画を勘案して、当該都道府県が区域の
実情に応じた自転車の活用の推進に関する施策を定めた計画。

P2 自転車専用道路
道路法第48条の14第２項に規定される、専ら自転車の一般交通の用に供するために、独立して設
けられる道路。

P4 シェアサイクル
必要なタイミングで他の人と自転車を共同利用するための仕組み。

P5 自転車関連事故
第１当事者（事故による過失が重い方をいう。過失が同程度の場合は、損傷の軽い方）又は第２
当事者が自転車の事故で、「自転車対歩行者」「自転車対自転車」「自転車対自動車」「自転車
単独」に類型。

P8 安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン
国土交通省と警察庁が、自転車の安全で快適な利用環境を創出する取組を推進するため、自転車
通行空間として重要な路線を対象とした面的な自転車ネットワーク計画の作成方法や、歩行者、
自転車、自動車が適切に分離された自転車通行空間設計の考え方等について、取りまとめた指針。

Ｐ8 自転車ネットワーク計画
安全で快適な自転車通行空間を効果的、効率的に整備することを目的に、自転車ネットワーク路
線(※)を選定し、その路線の整備形態等を示した計画。
(※)自転車ネットワーク計画の基本方針や計画目標に応じて、自転車通行空間を効果的、効率的
に整備することを目的に選定された、面的な自転車ネットワークを構成する路線。

P9 アドベンチャートラベル（ＡＴ）
一般的に、「アクティビティ」、「自然」、「異文化体験」の３つの要素のうち、２つ以上を組み
合わせた旅行携帯と定義される。
より本質的な理解としては、「アクティビティを通じて自然や文化に触れ合うことで、旅行者が内
面から変わっていく」ような旅行形態を指す。

P10 北海道自転車活用等推進連携会議
北海道自転車条例に基づく自転車の活用及び安全な利用の推進に関する施策を、関係機関及び団
体と緊密な連携を図りながら効果的に推進するため、北海道が設置した会議。

P12 車両
道路交通法における車両とは、自動車、原動機付自転車、軽車両及びトロリーバスを示し、自転
車は同法で軽車両に該当する。

P13 矢羽根型
道路幅員が狭く自転車道や自転車通行帯を整備することができない区間において、自転車利用者
に安全な通行を促すことを目的として、車道の路肩に自転車の通行位置と方向を示すために描い
た法定外の路面表示。

P13 路面表示
道路標識、区画線及び道路標示に関する命令に規定されていない、法定外の路面に描かれた表示
で、ペイント、石等で路面に描かれた線、記号又は文字。

P13 ピクトグラム
不特定多数の人々が利用する公共交通機関や公共施設、観光施設などにおいて、文字・言語によ
らず対象物、概念または状態に関する情報を提供する図形。

P21 市町村自転車活用推進計画
自転車活用推進法第11条に基づき、国の自転車活用推進計画（都道府県自転車活用推進計画が定
められているときは、自転車活用推進計画及び都道府県自転車活用推進計画）を勘案して、当該
市町村が区域の実情に応じた自転車の活用の推進に関する施策を定めた計画。

２５

※ P は、その用語が本文中最初に出てくるページを示しています。




